
第79期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
業務の適正を確保するための体制の運用に関する事項

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

株式会社スマートバリュー
上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対
して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。



1.業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
当社は、取締役会において決定した会社法第416条第１項第１号に定める会社の業務の適正を確保するた

めの体制の整備に関する基本方針に基づき、内部統制システムを整備しております。
当期の本基本方針の概要は、以下のとおりであります。

(1) 取締役、執行役（以下、役員という）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制
役員はコンプライアンス経営実践のため、法令・定款並びに企業倫理を率先垂範し、コンプライアンス経

営の維持・向上に積極的に努めております。
内部統制委員会において、全社のコンプライアンス体制の構築支援を行い、取締役会及び監査委員会に審

議内容及び活動が報告されるものとしております。また、内部通報マニュアルを作成し、当社の従業員等が
コンプライアンス上の問題点を直接報告できる体制としております。

(2) 役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
役員は、重要な文書等の情報を法令及び社内規程に従い、保存管理し、取締役及び監査委員が必要に応じ

て閲覧可能な状態を維持するものとしております。
情報セキュリティ方針を定め、情報を適切に管理することで事業を継続させ、損害を減らし社会的な信用

を高め企業価値を高めるための体制を構築・整備しております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理に係る規程・行動指針等を整備し、当該規程等に基づいてリスクカテゴリーごとの責任部署を

定めるなど、全社のリスク管理体制の構築を推進しております。
重要なリスクについては、内部統制委員会において分析・評価を行い、取締役会にて改善策を審議・決定

しております。

(4) 役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は企業価値向上を目的として法令、定款及び「取締役会規程」に定める事項を決議して、執行役

の業務の執行を監督します。そのため、執行役の職務分掌を定め、各執行役の担当分野を明確にして業務執
行の権限を委任しております。
執行役は取締役会決議に基づき委任を受けた事項に関する業務を執行し、業務分掌規程に基づき、効率的

に意思決定を図るものとしております。

(5) グループ会社における業務の適正を確保するための体制
当社は、子会社等の経営の自主独立を尊重しつつ、グループ全体の経営の適正かつ効率的な運営に資する

ため、「グループ経営管理規程」を定めております。また、子会社に対してもこれを尊重させ、企業集団と
して理念及び統制環境の統一に努めるものとしております。
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子会社等には、必要に応じて当社から取締役及び監査役を派遣し、グループ全体のガバナンス強化を図
り、経営のモニタリングを行っております。
当社の内部監査担当は、当社全Divisionの監査を実施するとともに、グループ会社の監査を実施又は統括

し、子会社等が当社に準拠して構築する内部統制及びその適正な運用状況について監視、指導するものとし
ております。

(6) 監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、社外取締役を委員長とし、社外取締役で構成する監査委員会を原則として毎月１回開催しており

ます。
監査委員の要請に基づき、兼務の補助使用人を任命しております。当該使用人は、監査委員の指揮命令に

基づき当該補助業務を実施するものとし、役員からの独立性を確保し、当該使用人の異動、人事考課及び懲
戒等については、監査委員は意見を述べることができ、役員はこれを尊重します。
役員及び使用人は、監査委員が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合、迅速かつ的

確に対応することとしています。
監査委員は、代表執行役及び会計監査人(監査法人)との意見を交換する機会を設けております。
役員及び使用人は、業務執行において法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える恐れがある事実を

発見した場合は、速やかに監査委員に報告します。
役員及び使用人が、監査委員に報告したことを理由として不利な取り扱いをすることを禁止します。
当社は、監査委員がその職務の執行について、必要とする費用を予算として措置するとともに、当社に対

し、法令に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、所定の手続に基づき、当該請求にかかる費用又は
債務が当該監査委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理
します。
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2.業務の適正を確保するための体制の運用に関する事項
当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当事業年度（2025年

７月１日から2026年６月30日まで）において、その基本方針に基づき以下の具体的な取組みを行って
おります。

（1） 当社では、2020年９月24日の定時株主総会で、指名委員会等設置会社に移行し、取締役会の決議に
より法令によって認められた範囲でその業務執行の決定を代表執行役に委任し、業務執行の効率化・迅
速化を図っています。
主な会議の開催状況として、取締役会は15回開催され、重要事項の意思決定及び執行役の業務執行の

監督を行うため、当社と利害関係を有しない社外取締役が15回すべてに出席いたしました。その他、指
名委員会は６回、報酬委員会は６回、監査委員会は16回、内部統制委員会は12回開催いたしました。
なお、取締役会については、上記の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基

づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が８回ありました。

（2） 監査委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表執行役社長及び他の役員、
内部監査担当、会計監査人との間で意見交換会を実施し、連携を図っております。

（3） 内部監査担当は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び業務の監査、財務報告に
係る内部統制の評価を実施いたしました。

〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
( 自 2025年７月１日
至 2026年６月30日) (単位：千円)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,044,944 1,114,988 537,861 △154,411 2,543,382
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △83,138 △83,138
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純損失（△） △890,534 △890,534
自 己 株 式 の 取 得 △199,967 △199,967
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純額) ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △973,672 △199,967 △1,173,640
当 期 末 残 高 1,044,944 1,114,988 △435,811 △354,378 1,369,741

非支配株主持分 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 455,373 2,998,755
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △83,138
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純損失（△） △890,534
自 己 株 式 の 取 得 △199,967
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純額) △97,488 △97,488

当 期 変 動 額 合 計 △97,488 △1,271,128
当 期 末 残 高 357,884 1,727,626
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 株式会社ノースディテール

株式会社ストークス

株式会社One Bright KOBE

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．重要な会計方針に関する事項
(１)有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法
①商品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
②仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
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(３)固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 3〜30年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２〜15年

②無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３〜５年）に基づく定額法に

よっております。
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(４)引当金の計上基準
①賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
②ポイント引当金

販売促進を目的としたポイント制度に基づき付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末にお
いて将来利用されると見込まれるポイントに対してその費用負担額をポイント引当金として計上しており
ます。

(５)収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
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①モビリティ・サービス
a.安全支援機器等の販売契約
安全支援機器等の販売契約については、安全支援機器等を販売する取引であり、主な履行義務は顧客へ

の安全支援機器等の引渡し、もしくは顧客の指定した車両への安全支援機器等の取付であります。
当該履行義務は、安全支援機器等の引渡し又は取付が完了した時点で、履行義務が充足されるため、当

該引渡し時又は取付完了時に収益を認識しております。
b.ソフトウエアの受託開発契約
ソフトウエアの受託開発契約については、顧客との間でソフトウエア開発の請負契約を締結しており、

主な履行義務は顧客仕様のモビリティIoT関連のソフトウエアの開発サービスの提供であります。
当該履行義務は、顧客との契約における義務を履行することにより別の用途に転用することができない

資産が生じるため、一定期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足に係る進捗度
を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。履行義務の充足に係る進捗
度の見積り方法は、見積原価総額に占める発生原価の割合によるインプット法にて算出し、進捗度の合理
的な見積りができないが、履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原
価回収基準にて収益を認識しております。なお、開発期間のごく短い受託開発契約については、完全に履
行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。
c.保守サービス等の月額利用契約
モビリティIoT関連のソフトウエア開発に係る保守サービスや安全支援機器等の月額利用契約について

は、顧客との間で月額利用契約を締結しており、主な履行義務はソフトウエアの保守や安全支援機器等の
利用許諾であります。
当該履行義務は、契約期間にわたりソフトウエアの保守や安全支援機器等の利用許諾を行うにつれて充

足されるため、収益は当該履行義務が充足される期間において契約に定められた金額を毎月認識しており
ます。

②スマートベニュー
a.プロバスケットボールクラブの広告等に係るパートナーアクティベーション収入
パートナーとして協賛金を収受した企業に対し一定の権益を付与する取引であり、主な履行義務はプロ

バスケットボールクラブの選手ユニフォームへの広告掲載、主催試合会場での広告掲載、ホームページで
の企業ロゴの掲載等であります。
当該履行義務は、契約期間にわたり広告を掲載すること等により充足されるため、収益は当該履行義務

が充足される期間において契約に定められた金額を毎月認識しております。
b.アリーナ運営事業におけるパートナーアクティベーション収入
パートナーとして協賛金を収受した企業に対し一定の権益を付与する取引であり、主な履行義務はアリ

ーナのネーミングライツ、事業への参画権の付与とそれを含むアリーナ運営であります。
当該履行義務は、契約期間中に顧客が当該権益を行使すること等により充足されるため、収益は当該履

行義務が充足される期間において、各履行義務に配分された取引金額を毎月認識しております。
c.アリーナ興行に係る貸館収入
貸館収入は、主にアリーナ賃貸収入及び顧客が行う興行の運営支援業務であり、リース取引に関する会

計基準に従い、収益認識に関する会計基準の適用範囲外の取引としております。なお、貸館契約期間の経
過に応じて計上しております。
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ｄ.アリーナでの自主興行に係る貸館収入
自主興行収入は、主にアリーナを利用した催事・イベントの企画運営及びこれに伴う物販収入等から構

成されており、当該業務は、顧客に対するイベント運営サービスの提供が完了した時点及び商品を引き渡
した時点で履行義務を充足したと判断し、一時点で収益を認識しております。
e.アリーナ運営事業におけるテナント収入
テナント収入は、主に賃料収入、施設管理収入及び水道光熱費収入から構成されております。賃料収入

については、不動産の賃貸借契約に基づく収益であり、リース取引に関する会計基準に従い、収益認識に
関する会計基準の適用範囲外の取引としております。このうち固定家賃については賃貸借契約期間の経過
に応じて計上し、テナントの売上高等に応じて変動する歩合家賃については、当該変動事由が生じた時点
(テナントの売上高が確定した時点)で計上しております。施設管理収入及び水道光熱費収入については、
施設の保安警備、清掃業務等の施設管理業務の提供、テナントが使用した電気、水道等の使用料に係る対
価であり、これらの履行義務がテナントとの契約期間にわたり充足されるものと判断し、当該契約期間に
わたり収益を認識しております。

(６)その他連結計算書類作成のための重要な事項
繰延資産の処理方法
創立費
５年間で均等償却しております。

株式交付費
３年間で均等償却しております。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結

計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

株式会社One Bright KOBEの繰延税金資産の評価
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 10,164千円

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは繰延税金資産について、事業計画を基礎とした将来の課税所得の見積りやタックス・プ

ランニングにより、回収可能性を判断し計上しております。しかし、事業計画には将来における貸館の稼
働率見込み等が含まれており、それらが特に将来の課税所得の見積りにおける重要な仮定であります。
これらの見積りに用いた仮定が、将来の経営環境等により影響を受け、計画に比して実績が著しく未達

成となった場合、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,442,929千円

２．圧縮記帳額
固定資産の取得価額から直接控除した圧縮記帳額 27,129千円
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連結損益計算書に関する注記
減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失
（千円）

本社
（大阪市中央区）

モビリティ・サービス
セグメント用資産

工具、器具及び備品 54,700

ソフトウエア 3,233

共用資産

建物及び構築物 54,873

工具、器具及び備品 13,911

ソフトウエア 286

商標権 346
GLION ARENA KOBE
（神戸市中央区）

スマートベニュー
セグメント用資産 工具、器具及び備品 14,998

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位でグルーピングを行っており、モビリティ・
サービスセグメント及びスマートベニューセグメントにおきましてはキャッシュ・フローを生み出す最小
のサービス区分でグルーピングを行っております。
モビリティ・サービスセグメント及びスマートベニューセグメントで使用している資産について、事業

計画に対する進捗が当初計画を大きく下回る推移となったため使用方法の見直しを行った結果、回収可能
性を著しく低下させる変化が生じたことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失にて計上しております。
当連結会計年度において、本社移転の意思決定を行ったことから、建物及び構築物、工具、器具及び備

品、ソフトウエア及び商標権は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失にて計上し
ております。
なお、回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスである資産に

ついては、使用価値は零と算定しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 10,679,800 ― ― 10,679,800

２．配当に関する事項
（1）配当支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年９月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 83,138 8.00 2025年６月30日 2025年９月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
該当事項はありません。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして必要な資金は増資による資金調達又は金融機関からの長期借
入により、短期的な運転資金は短期借入により調達しております。また、一時的な余資は安全性の高い金
融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引については行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）に晒されておりま

す。
敷金及び保証金は、主に事務所の賃貸借に係るもので、差入先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。営業債務は、流動性リスク（支払期

日に支払いを実行できなくなるリスク）に晒されております。
借入金は、主に子会社のアリーナ運営事業に係る事業資金及び設備投資資金として調達したものであ

り、借入期間は最長で９年であります。
割賦購入に伴う長期未払金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、支払期日は

決算日後、最長で９年後であります。
ファイナンス・リースに係るリース債務は、主にアリーナ運営事業の設備投資に係る資金調達を目的と

したものであります。
（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

営業債権については、債権管理マニュアル等に従い、各事業における営業管理部門が取引先の状況を
定期的にモニタリングし、経営管理Divisionが取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
敷金及び保証金については、取引開始時に与信判断を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の

信用状況の把握に努めております。
②流動性リスクの管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき、経営管理Divisionが適時に資金繰計画を作成・更新す
るとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することもございます。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年６月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。また、「現金及び預金」、「売掛金」及び「買掛金」については、現金であるこ
と及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,593千円）は、次表には含めておりません。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

敷金及び保証金 247,316 132,283 △115,033
資産計 247,316 132,283 △115,033

長期借入金（※１） 1,792,872 1,788,589 △4,282
長期未払金（※２） 577,801 487,915 △89,885
リース債務（※３） 16,327,752 17,184,755 857,002

負債計 18,698,426 19,461,260 762,834
※１長期借入金は、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
※２長期未払金は、割賦購入に伴う１年内返済予定の未払金を含んでおります。
※３リース債務は、１年内返済予定のリース債務を含んでおります。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。
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（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 132,283 ― 132,283

資産計 ― 132,283 ― 132,283

長期借入金 ― 1,788,589 ― 1,788,589

長期未払金 ― 487,915 ― 487,915

リース債務 ― 17,184,755 ― 17,184,755

負債計 ― 19,461,260 ― 19,461,260
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の

利回り等の適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿価額と近

似していることから当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。また、固定金利によ
るものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未払金及びリース債務
長期未払金及びリース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

計 調整額 合計モビリティ・
サービス

スマート
ベニュー

一時点で移転される
財又はサービス 361,862 968,250 1,330,112 ― 1,330,112
一定期間に移転され
る財又はサービス 781,971 2,194,478 2,976,450 ー 2,976,450
顧客との契約から生
じる収益 1,143,834 3,162,729 4,306,563 ― 4,306,563

その他の収益 ― 1,557,699 1,557,699 ― 1,557,699
セグメント間の内部
売上高又は振替高 ― 30,069 30,069 △30,069 ―

外部顧客への売上高 1,143,834 4,750,497 5,894,331 △30,069 5,864,262
（注）１．その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃料収入でありま

す。
２．調整額は、セグメント間取引の消去であります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「４．重要な会計方針に関する事項」の「（５）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じる債権（期首残高） 486,264

顧客との契約から生じる債権（期末残高） 419,853

契約資産（期首残高） 10,828

契約資産（期末残高） ―

契約負債（期首残高） 1,091,570

契約負債（期末残高） 1,096,205
契約資産は、モビリティIoTのソフトウェア受託開発について、開発の成果物に係る対価に対する当社の権

利に関するものであります。契約資産は、報酬に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から
生じた債権に振り替えられます。当該受託開発に関する報酬は契約条件に従い、顧客へ成果物を納品し検収が
完了した時点で請求し、概ね請求月の翌々月に受領しております。
契約負債は、モビリティIoTのソフトウェア受託開発に係る保守サービス契約を顧客と締結した時点で一括

で受領した保守サービス代金のうち、保守期間が経過していない前受金に関するもの、連結子会社である株式
会社ストークス及び株式会社One Bright KOBEがパートナーアクティベーション契約を顧客と締結した時点
で一括で受領した協賛金のうち、広告掲載期間等が経過していない前受金に関するもの並びに株式会社One
Bright KOBEが貸館契約を顧客と締結した時点で一括で受領した申込金のうち、貸館が完了していない前受金
に関するもの等であります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首残高の契約負債に含まれていた額は、966,109千円であり

ます。
過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取引価

格の変動）の額に重要性はありません。
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（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループは、残存履行義務に配分した取引価格の注記に当たって実務上の便法を適用し、当初に予想さ

れる契約期間が１年以内の契約及び提供したサービスの時間に基づき固定額を請求できる契約等の請求する権
利を有している金額で収益を認識している残存履行義務に係る取引価格は含めておりません。その結果、残存
履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度

１年以内 353,829

１年超 515,950

合計 869,780

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 137円83銭
１株当たり当期純損失 88円08銭
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株主資本等変動計算書
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日) (単位：千円)

株主資本

純資産合計
資 本 金

資本剰余金
利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

その他利益
剰 余 金

資 本
準備金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,044,944 1,035,210 2,234 1,111,501 △154,411 3,039,478 3,039,478
当期変動額
剰余金の配当 △83,138 △83,138 △83,138
当期純損失（△） △447,149 △447,149 △447,149
自己株式の取得 △199,967 △199,967 △199,967

当期変動額合計 ― ― ― △530,288 △199,967 △730,255 △730,255
当期末残高 1,044,944 1,035,210 2,234 581,213 △354,378 2,309,222 2,309,222

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
（２）その他有価証券

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２〜15年

（２）無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３〜５年）に基づく定額法に

よっております。

４．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（２）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、当社が負担することとなる損失見

込額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
モビリティ・サービス
a.安全支援機器等の販売契約
安全支援機器等の販売契約については、安全支援機器等を販売する取引であり、主な履行義務は顧客へ

の安全支援機器等の引渡し、もしくは顧客の指定した車両への安全支援機器等の取付であります。
当該履行義務は、安全支援機器等の引渡し又は取付が完了した時点で、履行義務が充足されるため、当

該引渡し時又は取付完了時に収益を認識しております。
b.ソフトウエアの受託開発契約
ソフトウエアの受託開発契約については、顧客との間でソフトウエア開発の請負契約を締結しており、

主な履行義務は顧客仕様のモビリティIoT関連のソフトウエアの開発サービスの提供であります。
当該履行義務は、顧客との契約における義務を履行することにより別の用途に転用することができない

資産が生じるため、一定期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足に係る進捗度
を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。履行義務の充足に係る進捗
度の見積り方法は、見積原価総額に占める発生原価の割合によるインプット法にて算出し、進捗度の合理
的な見積りができないが、履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原
価回収基準にて収益を認識しております。なお、開発期間のごく短い受託開発契約については、完全に履
行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。
c.保守サービス等の月額利用契約
モビリティIoT関連のソフトウエア開発に係る保守サービスや安全支援機器等の月額利用契約について

は、顧客との間で月額利用契約を締結しており、主な履行義務はソフトウエアの保守や安全支援機器等の
利用許諾であります。
当該履行義務は、契約期間にわたりソフトウエアの保守や安全支援機器等の利用許諾を行うにつれて充

足されるため、収益は当該履行義務が充足される期間において契約に定められた金額を毎月認識しており
ます。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な

影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

株式会社One Bright KOBE株式の評価
１．当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式（株式会社One Bright KOBE） 1,202,520千円

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社は、市場価格のない関係会社株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく

低下したときには、回復の可能性が合理的に認められる場合を除いて、評価損を計上することとしており
ます。関係会社株式の評価の見積りに用いる実質価額は、株式会社One Bright KOBEの直近の財務諸
表を基礎として算定した１株当たり純資産額に当社の所有株式を乗じた金額で算定しております。なお、
当該回復可能性は、当該会社の事業計画に基づいて判断しておりますが、当該会社の業績悪化、事業計画
や市場環境の変化等により、見積りに変化が生じた場合には、翌事業年度以降の計算書類において、関係
会社株式の評価に影響を及ぼす可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 50,728千円

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権 32,210千円

短期金銭債務 11,630千円

金融機関からの借入金に対する債務保証
株式会社One Bright KOBE 1,750,010千円

リース取引に係るリース債務に対する債務保証
株式会社One Bright KOBE 14,303,728千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高 431,780千円

営業取引以外の取引による取引高 75,467千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 287,490 454,400 ― 741,890
注）自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 227,185千円
賞与引当金 4,463
関係会社事業損失引当金 84,708
減損損失 33,224
減価償却超過額 989
関係会社株式評価損 466,002
棚卸資産評価損 1,062
その他 1,517

繰延税金資産小計 819,154
評価性引当額 △812,825
繰延税金資産合計 6,328
繰延税金負債
未収事業税 △6,328千円

繰延税金負債合計 △6,328
繰延税金負債の純額（△） ―
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社ノー
スディテール

（所有）
直接 100.0

システム開発業務
役員の兼任 配当金の受取 50,000 未収入金 ―

子会社 株式会社スト
ークス

（所有）
直接 63.8

資金の借入
役員の兼任
広告宣伝

パートナーアクテ
ィベーション契約
に基づく広告宣伝
（注２）

290,000 前払費用 ―

子会社 株式会社One
Bright KOBE

（所有）
直接 80.0

債務保証
役員の兼任 債務保証（注３） 16,053,738 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。
２．取引条件については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
３．債務保証については、取引金額に期末残高を記載しております。金融機関及びリース会社からの借

入債務等に対して保証したものであり、保証料は受けておりません。
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収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 232円37銭
１株当たり当期純損失 44円23銭
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